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るためには通常、学費 教材費、文具代、制服代、給食費など、様々な費用がかかります。これら直接的な出費 そ 自体貧しい家庭には大きな負担 す。それに加えて、子供が通学するように ると、学校に通う以前に子供たちが手伝ってくれていた家事や仕事も親 行うか、誰もやらなくなるという事態になります。貧しい家庭では、子供たちも重要な働き手である場合が多いので、子供が学校に通わなければ行われていた作業によって得られた利益（ を
機会費用と呼びます）が大きければ大きいほど、学校には通わせづらくなります。
初等教育を促進するために、しばしば教
育の無償化が叫ばれ、事実、無償化はいくつかの国で卓越した成果をあげていますが、機会費用を考慮すると、無償化だけでは、必ずしも事態が好転しないこ が理解 きます。本当に貧しく、困窮 家庭では、機会費用の存在により 無料でも子供 学校に送り出すことが難 いからです。
教育普及を妨げる第二の要因は、教育環
境をつくり出す政府の貧しさにあります。平等な教育機会を保障し、社会 安定 を促進したり、基礎教育拡充を通じて生産性向上が達成されれば、対象となる家族だけでなく、社会全体にも利益をもたらします。そのため、政府が積極的 サービスを提供する意義がある一方、慢性的な財政難か 、教育支出 水準は往々にして小さくなりがちです。さらに、教育の効果が発揮されるには長い時間がかかるため、短期的な経済効果を追求 れば、その分 教育支出はおざなり されます。 結果 教師 十分な給与を支払えず、教師 欠勤を招いたり、
開発経済
も っ と や さ し い





十分な数の校舎建設が行えず、遠くまで通学しなければならない児童が出てきたり、逆に一クラスあたりの人数 増 すぎて、各人の受けるサービスの質が低下するといった問題が起きています。実際、途上国の小中学校では、教室が手狭なので、午前中は一年生が、午後には二年生が授業を受けるといったよう 、交替制をとっているところも珍しくありません。
このように教育の質が低下すると、本来、























職業パターンの変 に対応でき 優秀な人材を育成することが不可欠になります。特に、 情報通信 が発達 た現在 は、 中 ・高等教育 通じて得られる知識の経済的価値は非常に大きくなっています。
そのため、初等教育の普及を達成したり、
ほぼ達成しつつある中所得国にとっては、中・高等教育の拡大がつぎに克服すべき課題となっています。他方、その実現に向け、政府やコミュニティが、どの程度の役割を果たすべき のか、 た、そもそも一部のエリートを潤わし、国内の不平等を助長する可能性もある中・高等教育の拡充 政府が積極的に関与すべきなのか、といった諸点について、いまだコンセンサスは得られていません。
国ごとの発展状況に応じ、どのような教
育政策がよりよい将来に向けて効果を発揮するのか、今後のさらなる研究蓄積が求められます。
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